
はじめに
雇用保険・労災保険や医療保険・公的年金保険などの「社会保険」制度は、失業、

病気・けが、高齢・障害など、人生の様々なリスクへの備えとして、労働者の生活

に欠かすことのできない大切なものとなっています。

しかし、これらの制度に関する様々な手続は、在職中、基本的に会社の人事労務

担当者を通じて行われるのが一般的です。そのため普段私たちは、これら社会保険

制度について、あまり意識せずにいるかもしれません。

しかし本当に、全て「会社任せ」でよいのでしょうか。

社会保険制度には、給付を受ける人が自ら行わなければならない手続もたくさん

あります。手続の時期や方法などについて、本人がよく知らなかったため、必要な

給付が受けられなくなる可能性もあります。

また、最近は社会保険制度が頻繁に変更されているため、以前に学んだり、制度

を利用した時の知識のままでいると、思いがけない不利益を被ることにもなりかね

ません。そのようなことがないよう、労働者自身が常に最新の社会保険制度の知識

を持っていることが必要であると言えるでしょう。

そこで、東京都では、日頃、社会保険制度について学ぶ機会の少ない労働者及び

一般都民の方を対象に、本冊子を作成しました。是非ともご活用いただき、社会保

険制度をご理解いただくうえでの一助となれば幸いです。

なお作成にあたりまして、特定社会保険労務士永田幸江先生、東京労働局、新宿

年金事務所の皆さんに、多大なるご尽力を賜りました。この場を借りて御礼申し上

げます。

令和 ７年 3月

東京都産業労働局雇用就業部労働環境課
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